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奈良県の概要
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*1 社会生活統計指標－都道府県の指標－2018 (H28時点)

*2 平成26年度国民経済計算

全国 奈良県 全国順位

面積*1

（km2）
377,972 3,691 40位

人口*1

（千人）
126,933 1,356 30位

ＧＤＰ〔名目〕*2

（兆円）
約514.3 約3.5 39位

（H26年度）

○ 面積は全国の約１％で第４０位。

○ 人口は全国第３０位。

○ ＧＤＰの全国シェアは約０．７％で第３９位。



奈良県の人口推移
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（奈良県の推計人口調査(H29.10時点）

出典：平成27年国勢調査

○ 奈良県の人口は、平成１２年をピークに減少しており、平成２９年は約１３５万人。



奈良県の将来推計人口（年齢３区分）
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老年 24.0% 28.7% 31.7% 33.3% 34.9% 36.9% 39.7% 41.1%
生産年齢 62.8% 58.8% 56.5% 55.6% 54.4% 52.7% 49.8% 48.4%
年少 13.2% 12.5% 11.8% 11.2% 10.7% 10.4% 10.5% 10.5%

○ 奈良県の人口は、Ｈ２７年１３６．４万人からＨ５７年９９．８万人に減少すると推計。

○ 少子高齢化の進展、生産年齢人口が減少傾向。

平成27年国勢調査
国立社会保障・人口問題研究所推移（平成30年推計）
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奈良県の将来推計人口（高齢者人口・比率）
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（％）（千人）

平成27年国勢調査
国立社会保障・人口問題研究所推移（平成30年推計）

○ 奈良県では、今後全国よりも速いスピードで高齢化が進むと予測。



工業系用途地域面積割合
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工業系用途地域面積割合（全国４７位）

平成28年度都市計画年報(平成27年度末時点）

24.6
%

11.8
%

奈良県 全国平均

○ 奈良県の全用途地域面積に対する工業系用途地域面積の割合は１１．８％で

全国４７位。



事業所数・従業員数
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51.6 486.8

事業所数 （千事業所） （千人）従業員数

平成26年経済経済センサス‐基礎調査

H26経済センサス
全国︓38位

全国シェア︓0.87％

（参考）
H24経済センサス
全国︓40位

全国シェア︓0.86％
H18経済センサス
全国︓40位

全国シェア︓0.85％

H26経済センサス
全国︓37位

全国シェア︓0.78％

（参考）
H24経済センサス
全国︓38位

全国シェア︓0.76％
H18経済センサス
全国︓38位

全国シェア︓0.77％

○ 事業所数は全国第３８位、従業員数は全国第３７位と全国で下位の状況。



県外就業率
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就業：調査対象期間に収入を伴う仕事に従事。就業率：15歳以上の就業者数／１５歳以上の人口、県外就業：就業地が県外
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都道府県別の状況（県外就業率）

28.8％

全国平均：9.0％

平成27年国勢調査

○ 奈良県の県外就業率は２８．８％で全国第２位。



県税収における法人事業税の割合
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総務省｢平成30年度地方税に関する参考計数資料｣(平成28年度時点）

地方県税収入のうち、地方消費税の収入額については都道府県間において清算後の額で算出。

大阪 滋賀 京都 兵庫 和歌山 奈良

県税収における
法人事業税の割合 26.1% 21.9% 19.7% 18.9% 16.7% 12.2%

全 国 順 位 3位 9位 21位 27位 35位 47位

○ 奈良県の県税収における法人事業税の割合は１２．２％で全国ワースト１位。



歴史・文化遺産の数 （世界遺産、国宝・重文数、史跡数）
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世界遺産 登録時期

法隆寺地域の仏教建造物（奈良県） 1993年12月

古都奈良の文化財（奈良県） 1998年12月

紀伊山地の霊場と参詣道（奈良県、
和歌山県、三重県）

2004年7月

国宝・重文、史跡 件数（奈良県）

国宝・重要文化財 1,324件

史跡名勝天然記念物（国指定） 146件

国宝・重要文化財等都道府県別指定件数一覧（平成30年4月1日時点）

■史跡名勝天然記念物 ■国宝・重要文化財

○ 奈良県の世界遺産は３件で全国１位。（全２１件中３件）

○ 国宝・重文数は全国第３位、史跡名勝天然記念物数は全国第１位。



宿泊施設の客室数

10

平成28年度衛生行政報告例(平成29年3月末時点)

○ 豊富な観光資源を有するにもかかわらず、「ホテル・旅館の客室数」は全国ワースト

１位。



観光消費額の状況
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出典：共通基準による観光入込客統計（平成２８年）

※大阪府は、「共通基準による観光入込客統計調査」を未導入
※福島県・神奈川県・富山県・石川県・大阪府・山口県・

高知県・長崎県・沖縄県は、集計中（H30年4月現在）

奈良県の観光消費額

１，６１４億円 （ 宿泊 ５８５億円 ）
（ 日帰り １，０２９億円 ）

○ 本県の観光消費額は１，６１４億円で全国ワースト１１位。

○ 宿泊客の観光消費額は５８５億円で全国ワースト１１位



商品販売額（卸・小売業計）
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○ 奈良県の商品販売額は、全国ワースト８位。



県外消費率
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平成26年全国消費実態調査

順位 都道府県
消費支出

県外での
購入割合（％）

上

位

５
県

1 奈良県 15.2

2 岐阜県 13.7

3 埼玉県 13.6

4 佐賀県 12.6

5 神奈川県 12.5

｢他の都道府県｣での購入割合（二人以上の世帯）

○ 奈良県は、県外での消費支出（購入）の割合が全国第１位と高い。



健康寿命
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奈良県健康づくり推進課「奈良県民の健康寿命」（Ｈ１９～Ｈ２８）

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28
〔男性〕

65歳平均寿命
65歳健康寿命

（近畿順位）
65歳要介護期間

18位
16位
（1位）

18位

10位
8位

（1位）
11位

9位
10位
（1位）
27位

17位
11位
（2位）
5位

2位
2位

（1位）
21位

8位
5位

（2位）
18位

15位
13位
（2位）
19位

6位
4位

（1位）
35位

4位
3位

（2位）
38位

3位
3位

（2位）
30位

〔女性〕

65歳平均寿命
65歳健康寿命

（近畿順位）
65歳要介護期間

32位
33位
（2位）

22位

40位
38位
（3位）
14位

22位
18位
（1位）
25位

26位
27位
（2位）
20位

29位
22位
（2位）
12位

23位
19位
（1位）
21位

41位
41位
（3位）
20位

27位
33位
（3位）
29位

20位
28位
（3位）
32位

7位
18位
（3位）
37位

○ 奈良県の健康寿命は、男性は全国第３位、女性は全国第１８位。



道路の整備率
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一般道路（国道＋県道）

高規格幹線道路

※２

※整備率＝整備済延長／実延長
整備済延長＝改良済延長（車線幅５．５ｍ以上）－混雑度１．０以上の延長（車線幅５．５ｍ以上）

全国平均 奈良県 全国順位

道路整備率 約６２％ 約４０％ ４６位

歩道整備率 約４６％ 約２８％ ４５位
道路統計年報2017（H28.4.1時点）

全国

奈良県

全体
うち京奈和自動車道

全国順位

計画延長 約14,000km 97.1km 46位 48km

開通延長 11,513km 80.3km 45位 31km

整備率 82% 83% 26位 65%
(H30.3.31時点、全高速調べ)
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1位 北海道

2位 新潟県

3位 兵庫県

45位 石川県

46位 栃木県

47位 奈良県

全国平均

一般国道（指定区間）の延長
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出典：道路統計年報２０１７

(平成28年4月1日現在) 凡例
一般国道（指定区間）

一般国道（指定区間外）

一般国道全延長に占める指定区間の割合

47位 奈良県18.6km

（km）

一般国道（指定区間）の延長

1350km

641km

584km

202km

200km

156km

503km

47位 奈良県

○ 奈良県における一般国道に占める指定区間の割合は

１８．６％で全国第４７位。

○ 一般国道（指定区間）の延長も１５６ｋｍで全国第４７位。



４車線道路の整備率
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出典：平成27年度道路交通センサス

○ 奈良県の県道以上の４車線化率は約８．３％で、近畿圏内では和歌山県に次いで

低 く、近畿ワースト２位。



都市計画道路の整備率
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全国 奈良県 全国順位

都市計画道路の整備率 約６４％ 約５１％ ４３位

駅前広場の整備数 平均６３個所 ６８個所 １３位

出典：都市計画年報

平成28年3月末現在

○ 奈良県の都市計画道路の整備率は約５１％で全国第４３位。



県民１人あたりの道路延長
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道路統計年報2017（平成28年4月1日時点）
社会生活統計指標－都道府県の指標－2017（H27時点）
自動車検査登録情報協会による統計(H28.3末時点)）

9.3m/人（36位）
15.2m/台（30位）

0.0

道
路

延
長
/人

道
路

延
長
/台

○ 奈良県の県民１人あたりの道路延長は９．３ｍ/人で全国第３６位。

○ 自動車保有台数１台あたりの道路延長は１５．２ｍ/台で全国第３０位。



紀伊半島アンカールート
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近畿自動車道紀勢線

紀伊半島アンカールート



京奈和自動車道の整備計画

21（資料提供：奈良国道事務所）

京奈和自動車道

全
体

総延長 約120km

整備済み延長 約88km

整備率 73%

奈
良
県
域

総延長 約48km

整備済み延長 約31km

整備率 65%



国道１６８号・国道１６９号の整備状況

・新天辻工区：Ｈ３０年度新規事業採択（県）

・阪本工区：事業中（県）

・辻堂バイパス： H30.3.18 完成供用（県）

・長殿道路：事業中（国）

・風屋川津･宇宮原工区：事業中（国）

・川津道路： H28.3.12 完成供用（県）

・十津川道路：事業中（国）

・十津川道路〈Ⅱ期〉：権限代行による早期
事業化を要望

22

御所南IC

五條北IC

郡⼭下ツ道JCT

橿原北IC

五條IC
五條⻄IC

(仮称)奈良IC
第二阪奈道路

名阪国道

和歌山県

三重県

168

至 新宮市

至 熊野市

道の駅
杉の湯川上

道の駅
吉野路上北山

道の駅
十津川郷

H28.3.26供用

H28.3.12供用

169

道の駅
吉野路大塔

橿原⾼⽥IC
御所IC

和歌山県

⽊津IC

京都府

E24

三重県

H30.3.18供用

（Ｈ３０年度新規事業採択）
阪本工区（県）

L=1.4km

辻堂バイパス（県）
L=4.1km

新天辻工区（県）
L=7.2km

長殿道路（国）
L=2.6km

十津川道路（国）
L=7.2km

十津川道路〈Ⅱ期〉
（権限代行による早期事業化）

風屋川津・
宇宮原工区（国）

L=6.7km

伯母峯峠道路（国）
L=2.9km

御所高取バイパス（県）
L=3.4km

高取バイパス（県）
L=3.4km

・御所高取バイパス：Ｈ２９年度新規事業化（県）

・高取バイパス：事業中（県）

・伯母峯峠道路：Ｈ２８年度新規事業採択（国）

＜国道１６８号の整備状況＞

＜国道１６９号の整備状況＞

川津道路（県）
L=3.2km

H28.3.12 完成供用
線形不良等
課題箇所



無電柱化率

全国 奈良県 全国順位

無電柱化率 約１５％ 約８％ ４３位

平成２４年度末

出典：国土交通省

（％）
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○ 奈良県の市街地での無電柱化率は約８％で全国ワースト１位。



通学路の安全対策
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（H29.3末時点）

対策必要箇所 対策済み箇所 整備率

奈良県 1,341 522 39%

全国 74,483 42,662 57%

１，３０６

７１，３４９ ９６％

９７％

○ 通学路の緊急合同点検を国、県、市町村の関係者（教育委員会、 道路管理者、警

察）で実施し、危険箇所等を抽出(～H24.11)
○ 「奈良県通学路安全対策推進会議」の設置(H25.1.18)



交通事故の発生件数

25
統計でみる都道府県のすがた2018

【道路延長1,000kmあたり発生件数（平成27年度）】 【人口10万人あたり発生件数（平成28年度）】

○ 奈良県内の交通事故の発生件数は、道路延長1,000kmあたり約400件、人口10万人

あたりでは約330件。

332件

401件



■全国 ■奈良県

インフラの老朽化
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○ 奈良県では、2030年に架設後50年を経過する橋梁の割合が約6割となる。



H29.3末現在

管理橋梁数（2m以上） 点検実施数 点検実施率 要修繕数

NEXCO 96 29 30% 3

道路公社 8 0 0% 0

国 466 278 60% 20

奈良県 2,351 1,211 52% 158

県内市町村 7,398 3,656 49% 468

奈良県合計 10,319 5,174 50% 649

管理トンネル数 点検実施数 点検実施率 要修繕数

NEXCO 0 0 0% 0

道路公社 4 2 50% 0

国 3 1 33% 0

奈良県 133 15 11% 6

県内市町村 40 19 48% 6

奈良県合計 180 37 21% 12

管理構造物数 点検実施数 点検実施率 要修繕数

NEXCO 39 29 74% 1

道路公社 3 2 67% 2

国 128 68 53% 4

奈良県 121 121 100% 37

県内市町村 54 37 69% 8

奈良県合計 345 257 74% 52

（１）橋梁

（２）トンネル

（３）大型構造物 （※横断歩道橋、ロックシェッド、門型標識等）

道路ストックの点検実施状況
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H28年度鉄道･船舶貨物輸送量 （単位：千トン）

　　       凡　　例

主要貨物列車運転線区

コンテナ取扱駅(内陸県のみ表示) 120駅

特定重要港湾　　　　　      23港

重 要 港 湾　　　　　　　  103港

内　陸　県

資料：貨物地域流動統計を元に集計

JR貨物
発着量

港湾取扱貨
物量(国内)

東    京 5,401 33,973

神奈川 5,393 73,452

北海道 5,126 63,031

福　岡 3,596 65,283

愛　知 3,302 65,689

大　阪 3,167 54,168

三　重 3,081 24,300

埼　玉 2,846 －

宮　城 2,452 22,753

栃　木 2,051 －

千　葉 1,974 80,360

長　野 1,969 －

・ ・ ・
・ ・ ・
・ ・ ・

大　分 162 48,568

福　井 159 4,635

徳　島 111 5,397

高　知 68 16,098

長　崎 59 13,757

島　根 43 2,171

滋　賀 － 227

沖　縄 0 15,320

奈　良 0 －

鉄道・船舶による貨物輸送量

28

○ 物流手段を１００％自動車に依存している全国唯一の県であり、自動車輸送の根幹と

なる幹線道路の整備は極めて重要。



県内・県外通勤の交通機関分担の割合
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資料：第5回パーソントリップ調査（Ｈ22）

県内通勤
n=274,429

バス
2%

自動車
61%

その他
11%

鉄道
14%

徒歩
6%

二輪車
6%

県外通勤
n=144,802

バス
1%

自動車
19%

その他
2%

二輪車
1%

鉄道
77%

通勤総計
n=419,231

バス
1%自動車

47%

その他
8%

鉄道
36%

徒歩
4%

二輪車
4%

○ 総通勤者の約４割が鉄道・バス、約５割が自動車・二輪車を利用。

○ 県内通勤者の約６割が自動車を利用。

○ 県外通勤者の約８割が鉄道を利用。



平成３０年度当初予算の内訳
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＜一般会計＞ ＜県土マネジメント部
および まちづくり推進局＞

道路橋りょう費
300(50.7)

河川費 123(20.9)

まちづくり推進費
127(21.5)

県土マネジメント総務費 18(3.1)
住まいまちづくり費 13(2.1)

地域交通費 6(1.0)
建築行政費 3(0.5)

下水道費 1(0.2)

単位：億円
（構成比 ％）

県土
マネジメント費
592億円

教育費 1,103(21.8)

福祉保険費 864(17.1)

公債費
894(17.6)

警察費 287(5.7)

諸支出金 444(8.8)

総務費 182(3.6)

医療政策費 134(2.6)

農林水産業費 181(3.6)

地域振興費 213(4.2)

産業振興費 40(0.8)

くらし創造費 44(0.9)

災害復旧費 65(1.3)

雇用政策費 12(0.2)

その他 13(0.3)

単位：億円
（構成比 ％）

歳出
5,067億円

道路橋りょう費
300億円（50.7.%)

県土マネジメント費
592億円（11.7%)

○ 奈良県の歳出額のうち、県土マネジメント費は約１２％

○ 県土マネジメント費のうち、道路橋りょう費は約５１％



奈良県の公共事業予算額（一般会計）
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H8 H24

平成８年度
過去最高額：１，３９３億円

１／３に激減

平成３０年度
５００億円

※ 直轄事業負担金含む

H30

○ 奈良県の平成３０年度公共事業予算は、平成８年度のピーク時から1/3に激減


